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３ 胃がんと診断され、一時的な短時間勤務や作業転換を行
いながら、通院による治療と仕事の両立を目指す事例 

 

Ｃさん 

治療の状況 企業の状況 

がん種 治療状況 企業規模 職種等 産業医等 

４0代 

男性 

胃がん 

手術 

薬物療法 

中小企業 

正社員 

（食品製造業 

生産工程職） 

なし 

 

（１）事例の概要 
ア 基本情報 

Cさんは、食品製造業の工場でパンの製造スタッフ（正社員）として勤務する 40代男性で

ある。パンの製造スタッフは総勢 35名であるが、Cさんは 12名（うち正社員 4名）からな

る菓子パンチームに配属されている。 

平日 5日間と土曜日（隔週）が出勤日であり、平日は 20時～4時（休憩 1時間）の常夜

勤、土曜日は半日勤務（5 時間）である。パン製造ラインで材料を機械で練る、蒸す作業に

従事しており、原則立ち仕事である。また、上司であるチームリーダーの右腕として、アル

バイトの指導や取りまとめも行うほか、新商品の企画も行っており、ヒット商品も生み出し

ている。 

職場は労働者数が 50人未満の小規模事業場であり、産業医はいない。なお、衛生管理上、

職場には食べ物・飲み物の持ち込みはできず、休憩室でのみ飲食可能である。 
 

イ 両立支援を行うに至った経緯 
C さんが胃がん検診を受けたところ、がんが見つかった。Ｃさんは職場の上司に相談し、

しばらく休職して手術を受け、無事退院した。退院後は自宅療養を行い月 2回、病院に通院

し、飲み薬による薬物療法（抗がん剤治療）を受けている。 

手術で胃の一部を切除したため、食事は小分けにとる必要がある。当初は体重減少が著し

く体力の低下が目立ったが、新しい食事の取り方にも慣れ、体力は回復傾向にある。 

C さんが主治医にそろそろ復職したいと相談したところ、主治医からは復職の検討を始め

てもよいこと、病院の医療ソーシャルワーカーが仕事に関する相談にも対応していることに

ついて話があった。そこでＣさんは医療ソーシャルワーカーに相談し、会社にどのように話

をすればよいか助言を得た上で、総務担当に復職について相談することとした。 
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C さんから相談を受けた総務担当は、どのように復職の検討を進めるとよいか分からなか

ったため、Cさんを通じて医療ソーシャルワーカーに相談した。その結果、まずは Cさんと

面談し、最低限どのような仕事ができるとよいか、どこまでであれば職場として業務内容の

調整ができるかを確認した上で、健康管理上気をつけるべき点があれば主治医に相談するこ

ととした。 

 

（２）様式例の記載例 
ア 勤務情報提供書 【労働者・事業者において作成】 

C さんと総務担当とで復職後の働き方について話し合った結果、パンの製造スタッフとし

て勤務することが最終目標であることは合意できたものの、すぐに元のように仕事をするこ

とは難しいと考えられた。C さんの同意のもと、上司も交えて話し合ったところ、現場の人

員体制等も考慮し、2 か月程度であれば開発部門での業務も可能と判断されたため、当面は

新商品の企画等の座り作業中心の仕事とし、徐々に元の業務内容に戻すプランを検討するこ

ととした。 

Cさんから食事に関する話を聞いた総務担当は、パンの製造スタッフとして勤務する場合、

食事や休憩が取りづらいことも気になっていた。そこで、検討したプラン案で問題がないか

どうか、健康や安全の確保のために必要な配慮について、勤務情報提供書を通じて主治医に

意見を求めることとした。 

 

イ 主治医意見書 【医師において作成】 
主治医は、勤務情報提供書に記載されている内容を踏まえ、C さんに通勤や仕事の内容、

復職に向けて悩んでいることについて確認した上で、勤務情報提供書に記載された質問内容

を中心に、主治医意見書を作成した。 

パンの製造スタッフに戻った場合には、食事や休憩が取りづらいことが懸念されたため、

食事や休憩を適時とることができるよう配慮を求めるとともに、その必要性についても説明

を加えた。 

 

ウ 職場復帰支援プラン 【事業者において作成】 
主治医意見書を踏まえ、再度 Cさんと総務担当とで話し合った結果、当初の予定通り、最

初の 2か月は座り作業中心の業務とし、主治医の意見にもあるように、徐々に元の業務に戻

すプランを作成した。主治医意見書では食事や間食の必要性が指摘されていたため、上司も

交えて食事や間食のタイミングを検討し、プランに食事・間食の時間を明記することとした。
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現場の人員体制等の関係もあることから、3 か月目の時点で元の業務に戻ることが難しい場

合には、再度休職を検討することも、Cさん、総務担当の間で確認した。 

 

（３）その他留意事項 
胃の切除に伴い、急な血糖低下などによる意識消失が生じる場合がある（ダンピング症候群）

ため、食事や間食の頻度に関する配慮が必要となる。また、下痢や胸やけなどの消化器症状の

ほか、貧血などの症状が出る場合があり、作業環境や業務内容の調整が必要となる点に留意が

必要である。 
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勤務情報を主治医に提供する際の様式例（勤務情報提供書）の記載例 
 

      

・情報の提供・活用目的の明記が必要 

・いずれは元の業務内容に復帰することを念頭に、具

体的に仕事の内容を記載 

・元の業務内容への復職プランが問題ないかどうかを

主治医に尋ねるにあたって、仕事の負荷や食事や休

憩が取りづらいことなどについて情報を記載 

・通院や体調不良時などのために、ある程度柔軟に有

給休暇が取得可能であることを確認し、記載 

・労働者本人と話し合い、現時点で想定している復職

後の働き方について記載し、事業者や労働者が悩ん

でいること、主治医に相談したいこと等、特に主治

医の意見がほしい点について明記 

・必要に応じて短時間勤務は可能であることを確認

し、チェック 

・記載されている復職後の働き方について、問題がな

いか確認 

・特に意見を求められている点について確認 

・体重減少に伴う体力低下があるが、提示されたプラ

ンの方向性は問題がないと判断 

・ただし、パンの製造ラインに戻った場合、食事や休

憩のとりづらさが懸念されるため、食事や休憩の確

保の必要性について情報提供が必要と判断 

・通院スケジュールを勘案して、通院は有給休暇で対

応可能であることを労働者と確認 

・どのような作業内容や作業負荷の仕事に従事する予

定であるのかを確認 

・特に、食事や休憩のとりやすさについて労働者に確

認 

・署名漏れがないか確認 

・記載内容を踏まえながら、労働者に要望や不安の有

無等について確認 

・労働者本人が記載事項に齟齬がないかを事業者に確

認した上で署名 

・主治医からの問い合わせに対応できるよう、担当

者、連絡先を明記 

医療機関が確認する際のポイント 労働者・事業者が作成する際のポイント 
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職場復帰の可否等について主治医の意見を求める際の様式例（主治医意見書）の記載例  
 

 

  

  

・措置期間後は必要に応じてプランの見直しや主治医

の意見の確認を行うことを想定 

・措置期間は、症状や治療経過を踏まえ、上記の就業上の措

置や配慮事項が有効であると考えられる期間を記載 

・措置期間は、事業者にとって、次に主治医に意見を求める

時期の目安になる 

・勤務情報提供書に記載されていた復職後の働き方につい

て、現在の労働者の状況や治療の予定を踏まえ、復職につ

いての検討が可能かどうか意見を記載 

・パンの製造スタッフは身体的な負荷が大きいが、現状では

そこまで体力が戻っていない可能性があることから、徐々

に業務量を増やすことを推奨 

・ガイドラインで示された情報の取扱いに則り情報を

取り扱う 

・現在想定している座り作業中心での復職について、

問題がない旨確認 

・３か月目にはパンの製造スタッフへ復帰することを

長期的な目標として、プラン作成を検討 

・勤務情報提供書「その他特記事項」に記載されていた質問

事項に対する回答を記載 

・食事を小分けに摂ることができない場合、健康や安全が脅

かされる可能性があることから、食事に関する配慮の必要

性とその理由について記載 

・体力の回復状況を勘案し、適時休憩が取れる配慮が望まし

い旨を記載 

・主治医への質問事項に対する回答を確認 

・「業務の内容について職場で配慮したほうがよいこ

と」のうち１点目は対応必須であると判断し、調整

を検討。２点目も出来る限り対応する方向性で検討 

・「その他配慮事項」の記載から、通院日は有給休暇で

対応することを検討。 

医療機関が作成する際のポイント 事業者が確認する際のポイント 
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職場復帰支援プランの記載例 
 

  

   

 

・プランの状況や見直しのタイミングについて労働者

と話し合い、面談の実施時期を記載 

・労働者本人と合意した、最終的な目標を明記・共有 

・関係者による協議・確認を終えた内容であることが

分かるよう、署名 

・座り作業中心の業務から、体調を見ながら徐々にパ

ンの製造スタッフに戻るプランを設定 

・食事・間食の時間の確保や疲れやすさといった体力

面への配慮事項について明記 

・主治医、産業医の意見を勘案し、労働者本人との話

合いも踏まえ、職場復帰支援プランを作成 

・食事や間食の時間の確保の必要性に関して、職場の

理解が必要であるため、上司、同僚と共有 

事業者が作成する際のポイント 


